
皆さま、こんにちは。西野だいすけです。「西野だいすけ通信」をご覧いただき、ありがとうございます。今回は、私が政治活動を行う上での基本理念を申し上げます。
※私が政治を志す理由や決意については、前号をご覧いただきたく存じます。

ʬ西野だいすけ事務所連絡先ʭ住所：熊本市南区田迎５ʷ１ʷ３０TEL：０９６ʷ３７９ʷ６０７９Email：info@daisukenishino.com URL：http://daisukenishino.com

後援会ご加入のお願い！西野だいすけの政治理念にご賛同いただき、後援会へ加入していただける方を募集しています。西野だいすけの政治活動は、皆さまに支えていただいております。そのことを肝に銘じ、政治活動に邁進してまいります。後援会にご関心のある方は、ご連絡ください。

西野だいすけ通信 第2号（基本理念編①） 平成29年3月改訂

昭和53年生まれ 38歳
熊本生まれ、熊本育ち
熊本高校、東京大学法学部卒業
元財務省主計局主査
国会議員関係政治団体設立（衆議院議員（候補者等））

基 本 理 念

「基本的なインフラ（基盤）」を創る

「チャレンジする人で溢れる社会」を創る

討議資料

熊本の新しい
第2号（基本理念編①）改訂版

力

「輝く熊本」を創る

私、西野だいすけは、以下の3つを柱に据え、政治活動を行ってまいります。今回は、そのうち、一つ目について、申し上げます。
今回はココ ↓௲立ちしている様子＠城山上代（平成28年9月）国民一人一人が、それぞれの夢や目標、充実した人生に向かって、全力で人生を駆け抜けることができるよう、基本的なインフラ（安心・安全に生活するための基盤）を維持・強化することが、政治が最低限果たすべき役割だと信じます。

「基本的なインフラ」を維持・強化しつつ、その上で、私が目指すべきと考える社会、それは、「チャレンジする人で溢れる社会」です。

熊本のリーダーの一人として、熊本の代表としての国会議員として、「輝く熊本」を創るため、全力で取り組みます。



昭和53年熊本県飽託郡飽田町（現・熊本市南区）生まれ。飽田東保育園卒園、熊本市立城東小学校、同藤園中学校、熊本県立熊本高校、東京大学法学部卒業。平成15年財務省入省。米国コロンビア大学公共政策大学院修了後、大臣官房秘書課課⾧補佐、復興庁参事官補佐、主計局主査などを経て、平成28年4月財務省退官。

「基本的なインフラ（基盤）」を創る

具体的な方向性

支援者の方たちと一枚玉名市での懇親会（上 ）荒尾市での懇談会（右 ）

私たちは、ありがたいことに、現代の日本に生まれ育ちました。戦争や犯罪に煩わされることも少なく、平和に安全に生活しています。また、病気になっても、日本が世界に誇る医療制度が私たちを守ってくれますし、当たり前のように学校に行って、先生方や友人たちに囲まれて、質の高い教育を受けることができます。自分たちの努力や頑張り次第で、夢や目標、充実した人生に向かって、全力で人生を駆け抜けるための基盤が概ね整備されていると思います。

※西野だいすけＨＰの「基本理念・政策」も併せてご覧いただければ幸いです。ＨＰでは、別の視点から、「基本的なインフラ（基盤）」を創るということについて記載しています。

今の私たちにとっては、当たり前とも思える社会ですが、歴史をさかのぼれば、あるいは、世界中を見渡してみれば、決して当たり前でないことが分かります。私たちが今住んでいる社会は、先人たちの地道な努力と苦労によって⾧い時間をかけて創られてきたありがたい社会です。私たちは、この社会を、守っていかなければいけませんし、よりよい基盤を創って、次の世代に引き継がなければいけません。

 財政：財政は、社会保障や教育、道路など全ての行政サービスの基盤ですが、我が国の借金は、1,000兆円（対GDP

 外交・安全保障：日本は、戦後一貫して、平和を守ってきました。しかし、平和というのは、「祈れば叶う」という類の単純なものではありません。地道な外交努力や自衛隊の方々の日頃の訓練などによって、初めて手にすることができるのです。国際情勢が大きく変化する中にあっても、日米同盟を基軸として、重層的な安全保障を構築し、日本の平和と安全を守っていきます。
 社会保障：人生いつなんどきも順風満帆という訳ではありません。誰しもが老いを迎えます。また、病を患う時もあれば、職を失うこともあるでしょう。そんな場合に備えて、社会全体で支え合うためにあるのが社会保障です。受益と負担の関係を見直し、持続可能な制度を再構築する必要があります。

西野だいすけ プロフィール

 教育：どんな境遇に生まれ育った子にも、質の高い教育を受けさせ、等しくチャンスを与えることは、人々が、夢や目標を持って、全力で人生を駆け抜けるために必要な、大切な基盤です。ひいては、社会全体が活性化することにもつながります。

比：200％）を超え、国際的に見ても最悪の水準です。経済の活性化による税収の増大、行政の無駄撲滅などによって、財政を立て直さなければいけません。


